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	添付書類
	耐震診断
	耐震補強設計
	耐震改修工事
	除却工事

	①
	【様式第２号】 対象建築物の事業実施計画書
	□
	□
	□
	□

	②
	【様式第３号】 交付申請額の算出
	□
	□
	□
	□

	③
	【様式第４号】 耐震改修促進法における特定既存耐震不適格建築物等であることの確認報告書
	□
	□
	□
	□

	④
	《中規模避難施設の場合》 災害協定の協定書の写し
	―
	△
	△
	―

	⑤
	所有者の住所及び氏名等が確認できる書類（建物の登記事項証明書等）
	□
	□
	□
	□

	⑥
	《区分所有又は共有の建物の場合》 所有者間で合意されていることが確認できる書類（建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第34条に規定する集会に係る同法第42条に規定する議事録の写し等）
	△
	△
	△
	△

	⑦
	《管理者が申請する場合》 所有者の同意を得ていることが確認できる書類
	△
	△
	△
	△

	⑧
	これまでに発行された確認済証（建築基準法第６条第１項又は同法第６条の２第１項に規定する確認済証をいう。以下同じ。）及び検査済証（建築基準法第７条第５項又は同法第７条の２第５項に規定する検査済証をいう。以下同じ。）の写し
	□
	□
	□
	□

	⑨
	現状の付近見取図、配置図、平面図及び断面図（階数がわかるもの）
	□
	□
	□
	□

	⑩
	現状の外観写真
	□
	□
	□
	□

	⑪
	《緊急輸送道路沿道建築物以外の場合》 交付申請者及び所有者が大企業又は国若しくは地方公共団体に関連する法人でないことが確認できる書類
	△
	△
	△
	―

	⑫
	耐震診断の評価書（建築物耐震評価者が評価したものに限る。以下同じ。）の写し
	―
	□
	□
	□

	⑬
	当該工事に係る耐震改修計画の評価書（建築物耐震評価者が評価したものに限る。以下同じ。）（建築基準法第６条第１項又は同法第６条の２第１項に規定する確認（以下「建築確認」という。）を受けるべき部分については、確認済証）その他地震に対して安全な構造となることを確認できる書類の写し
	―
	―
	□
	―

	⑭
	補助事業のスケジュールが確認できる書類（工程表等）
	□
	□
	□
	□

	⑮
	当該耐震診断又は当該耐震補強設計の実施者の建築士の免許証の写し
	□
	□
	―
	―

	⑯
	見積書の写し（積算内訳が確認できるもの）
	□
	□
	□
	□

	⑰
	当該工事の内容がわかる設計図書等
	―
	―
	□
	□

	⑱
	本人を確認できる書類等
	□
	□
	□
	□

	⑲
	《代理人が申請事務を行う場合》 委任状
	△
	△
	△
	△






